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Ⅰ．はじめに

　近年，都市における高齢者が急速に増加して
おり，都市の高齢化に多くの関心が寄せられて
いる。地理学の分野で高齢者研究は，欧米で先
行しており，なかでも都市を対象とした場合，高
齢人口の分布や高齢者の居住地移動を中心として
研究が蓄積されてきた（仙田，1993）。しかし，
その後欧米では，高齢者の生活の質について，福
祉サービスへのアクセスなどの居住環境や買物活
動，あるいは親族関係を中心とした社会関係の空
間的な側面などから検討したものへの関心が高ま
りつつある（Warnes，1990）。国内でも高齢者
の生活空間や生活の質を把握しようとした研究が
現れており，仙田（1993）は，高齢者の生活の質
を考えるうえで，社会的資源の利用を規定する生
活空間を知ることが重要な課題であるとし，具体
的な生活活動から生活空間の把握を試みた。
　高齢者の生活空間や生活の質について注目さ
れる事項の 1 つとして，都市における高齢者は，
職業経験のホワイトカラー化や高学歴化により，
ライフスタイルや価値観が変容し，従来とは異
なる高齢者像を持つことが指摘されている（田原
ほか，1996）。そのため高齢者政策を考える上で
は，そのような従来と異なる高齢者像の把握が必

要であり，生活空間や生活の質が注目される。し
かし，高齢者福祉の基本方針は住み続けることで
あり（大原，1996），老後は慣れ親しんだ場所に
住むほうがよいという高齢者の意識は根強い（田
原・神谷，2002）。そこで近年では，生活空間の
把握とともに，高齢者の住み続ける意味を検討し
たものが増えている。
　田原ほか（1996）は，高齢者が日常的な生活活
動を行ない，社会関係を取り結んでいる空間的範
囲である生活空間について把握し，高齢者は住み
慣れた地域に住み続けることが望ましいという考
え方の妥当性について検討した。他にも，田原・
荒井（1999）や田原ほか（2000），田原・神谷
（2002），中條（2003），西（2005）などの研究
では，住み慣れた地域に住み続けることの意味が
明らかにされている。とくに田原・神谷（2002）
や西（2005）は，生活に困難な環境にあるにも関
わらず，住み続けることを希望する高齢者につ
いて検討されており，それを可能とする根拠とし
て，場所への愛着をあげている。
　このように，近年の高齢者研究の動向は，高齢
者福祉の基本方針が示すように，高齢者の居住継
続に着目したものが多い。しかし，高齢者像の変
化が指摘されている現在，すべての高齢者が住み
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続けに積極的であるとは考え難く，高齢者の居住
地移動にも注目する必要がある。
　実際に，子どものもとへ引っ越す「呼び寄せ移
動」やサービス水準の高い自治体へ移動する「介
護移住」，近年では都心部に建ち並ぶ超高層マン
ションへの高齢者の入居も度々取り上げられてお
り，居住地移動に積極的な面も指摘されている。
また浜田（1986）は，郊外から都心への高齢者の
移動の増加を予測している。
　高齢者の居住地移動に関する研究は，先にも
述べたとおりすでに多くの蓄積がある。Biggar
（1980）は，高齢者を長距離移動者，短距離移動
者と定住者に大別し，長距離移動者は経済的，身
体的に恵まれた層に多く，短距離移動者は逆に
経済的に苦しく自立度の低い高齢者が多く，両者
の中間にあたる層には移動性の低い高齢者が多い
と指摘した。また，高齢者の居住地移動の要因に
ついては，経済的に余裕のある高齢者が生活の質
の向上を目指して行なう移動と，自立度が低い高
齢者がサポートを得るために行なう移動に大別
できることが明らかにされている（Litwak and 
Longino，1987； Serow，1988）。これらの研究
によれば，短距離移動は自立度の低い高齢者がサ
ポートを求めて行なう移動という消極的意義の移
動ということになる。
　しかし近年，自立度を維持するために生活の質
の向上を求めて，高齢者が比較的利便性の高い都
心周辺に居住地移動を行なう動きが増えているよ
うに思われる。この移動は，短距離移動にも関わ
らず，生活の質の向上という積極的意義があると
考えられる。
　そこで，本研究では，北海道室蘭市を事例とし
て，積雪寒冷地の傾斜地に居住する高齢者の生活
環境と都市内居住地移動について明らかにする。
室蘭市は積雪寒冷地であり傾斜地が多いことか
ら，行動の地理的制約が大きいと考えられる。ま
た，高齢者の生活の利便性を確保するために，民
間企業が比較的利便性の高いまちなかに高齢者向
けの住宅を建設しており，市内の高齢者を中心に
入居者を集めている。
　調査方法は，まず高齢者の居住地域における傾
斜の状況を分析し，周辺の買物施設・医療施設の
立地から生活環境の概況を把握する。次に，2000

年と2005年における転居データから高齢者の居住
地移動を分析する。さらに居住地移動の理由と移
動による高齢者の生活環境の変化について検討す
るため，高齢者のまちなか居住の例として母恋地
区の高齢者住宅に聞き取り調査を行い，まちなか
への移動を経験した住民の移動前と移動後の生活
環境を比較する。

Ⅱ．室蘭市の人口分布と市街地形成

　調査地域である室蘭市は積雪寒冷地であり，冬
季の路面凍結は，徒歩行動を制約し，転倒などの
危険を招くため，高齢者の生活環境において重大
な障害となっている。図 1 と図 2 は，それぞれ室
蘭市の冬季の積雪量と気温を示したものである。
室蘭市は積雪量が比較的少ない方だが， 1 ～ 3 月
にかけて20㎝前後の積雪がある日が多く，50㎝近
くの積雪を記録する日もある。また冬季は気温が
低く，特に 1 ～ 2 月はマイナスを記録する日がほ
とんどなので路面凍結の危険性が高い。

図1　冬季の積雪量(2002-2003年)
資料　気象庁資料により作成

図2　年間気温変化(2002-2003年）
資料　気象庁資料により作成
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　室蘭市の人口は約10万人で，高齢者率は25.7％
と，道内の主要都市では小樽市に次いで高齢化の
著しい都市である。図 3 は人口・世帯数の推移と
増減率を示したものである。人口は1950～1970年
頃まで増加しており，それ以降は一貫して減少し
ている。それに対し，世帯数は1970年頃まで人口
増加とともに増加しているが，それ以降は人口が
減少しているにも関わらず，ほぼ横ばいとなって
おり核家族化の傾向がみられる。また自然増減・
社会増減から人口推移をみてみると（図 4 ），
1970年から人口の社会減が進んでおり，人口流出
が人口減少の大きな要因となっている。また近年
では出生数の減少と死亡数の増加による自然減の
傾向も進みつつある。

は25,556人，25.7％と20年で高齢人口は 2 倍近く
にもはね上がり，高齢者率も15.8％増加してい
る。高齢化の進展は，若年層の流出ともともと住
んでいた人々が高齢化したことに求められる。

図5　高齢者数と高齢者率の変化
資料　国勢調査より作成

　また，人口と高齢者の分布を比較すると（図
6 ・図 7 ），人口密度が高いのは現在の中心市街
地である東室蘭駅周辺であるが，それに対し高齢
者率は旧市街地である室蘭駅周辺で高く，旧市街
地周辺に居住した人々の多くが現在高齢化を迎え
ていると考えられる。

図3　人口・世帯数の推移と増減率
資料　国勢調査より作成

図4　人口の自然増減数・社会増減数
資料　住民基本台帳による人口・世帯数表より作成

　室蘭市における高齢者数と高齢者率の推移を
図 5 に示す。人口減少が進展しているにも関わ
らず，高齢者数は年々増加しており，1985年では
13,448人，高齢者率9.9％だったのが，2005年で

図6　統計調査区別人口密度(2000年)
資料　国勢調査より作成
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　高齢者率の高い旧市街地周辺は丘陵地であり，
現在の中心市街地と比較すると居住地とするには
困難な地域である。それにも関わらず多くの人々
が居住したのは，石炭の積み出し港としての室蘭
港の役割と，それに伴う鉄道の敷設に拠るところ
が大きい。
　室蘭図書館(1972)によると，昭和初期から中期
にかけて，夕張など道内の炭鉱で採掘された石炭
は鉄道によって運搬され，室蘭港は石炭の積み出
し港としての役割を担っていた。初期の鉄道は現
在の輪西駅付近に起点があり，現在の室蘭駅まで
はまだ鉄道が敷かれていなかった。しかし，室蘭
港の重要性が増すと，陸海交通の連絡の不便さか
ら現在の室蘭駅付近まで鉄道が延長され，その周
辺には税関や船会社，銀行，旅館，商店などが集
中し，次第に市街地が形成された。また，鉄道延
長のための埋め立て工事で，埋め立てのための土
が不足したため旧市街地周辺の丘陵地を切り崩す
必要があった。その際に，切り崩した土地を整地
するとともに直線道路を作り，道路沿いの市街地
化を進めたため，丘陵地に多くの人々が居住する
ようになった。

Ⅲ．高齢者の居住地域と生活環境

１．高齢者の居住地域における地形的制約

　室蘭市は傾斜の多い地形であり，特に徒歩行動
が主となる高齢者にとっては，坂道の上り下りな
ど日常生活において非常に困難を来していること
が予想される。そこで，このような地形的制約の
下に置かれている高齢者がどの程度いるのかGIS
による分析を行う。
　国土数値情報の標高データ(50ｍメッシュ)から
TINを作成し，TINごとの傾斜角と傾斜方向を求
めたものが図 8 である。これによると傾斜角は，
旧市街地である室蘭駅周辺，祝津地区から輪西
地区にかけて大きく，現在の中心市街地である
東室蘭駅周辺は比較的傾斜角が小さく平坦な地
形となっている。一方傾斜方向は，祝津地区から
輪西地区にかけて様々な方向を示しており，入り
組んだ地形となっている。北向きの斜面も多くみ
られ，冬季の路面凍結の危険性が高いと予想され
る。
　以上のように，旧市街地周辺を中心に急傾斜地
が広く分布しているが，これだけでは実際に人が
居住している場所が反映されない。そこで住宅地
図を資料として，実際の居住地域を画定したもの
が図 9 であり，比較的平坦な傾斜角5.0度未満の
地域と，傾斜が負担になると思われる5.0度以上
の地域とを区分して示す。これによると，輪西地
区から母恋地区等，旧市街地周辺で傾斜の大きい
場所に居住地域があるのが目立つ。特に，母恋地
区の南側では傾斜が10.0度以上あるにも関わらず
居住している人が多い。また，図 7 からこれらの
地域の高齢者率をみると，いずれも高齢者率の高
い地区に位置しており，傾斜の大きい地域ほど高
齢者率が高くなっている。さらに図10は，統計調
査区別の高齢者のいる世帯について，世帯数及び
世帯構成を示しており，ほとんどの地区で高齢者
のみの世帯の割合の方が高くなっている。　　

２．買物施設・医療施設の立地による生活環境

　高齢者は徒歩で移動することが多く，買物施設
や医療施設など頻繁に利用する施設は徒歩圏内に
あることが望まれている。しかし，旧市街地周辺
や坂の上に居住する高齢者の多い室蘭市では，そ
れらへのアクセスが困難な高齢者が多いと考えら

図7　統計調査区別高齢者率(2000年)
資料　国勢調査より作成
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図8　傾斜角及び傾斜方向

図9　居住地域における傾斜の状況 図10　高齢者のいる世帯数及び構成(2000年)
資料　国勢調査より作成

れる。
　図11は市内の買物施設及び医療施設の立地を示

したものである。買物施設は食料品の買えるスー
パーや大型店等を対象とし，医療施設は総合病院
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及び内科医院を対象として立地を示している。買
物施設は東室蘭駅周辺に集中しており，室蘭駅周
辺にも多くみられるが，中心市街地や旧市街地か

ら離れるにつれて少なくなっており，特に祝津地
区や白鳥台地区に立地する買物施設は 1 ヵ所のみ
である。一方，総合病院は室蘭駅周辺に 2 ヵ所立

図11　買物施設及び医療施設の立地(2006年)
資料　NTTタウンページにより作成

図12　買物施設・医療施設の立地による生活環境(2006年)
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地しており，東室蘭駅の近くにも 1 ヵ所立地して
いる。内科医院は東室蘭駅周辺に多い。
　さらに，これらの立地状況から生活環境の評価
を行ったものが図12である。居住地域を図 9 で示
した傾斜角5.0度以上の居住地域と5.0度未満の地
域とに分けて示し，また徒歩圏内の半径500ｍ以
内に買物施設または医療施設の立地している居住
地域とそうでない地域を分ける。この図の黒で示
した部分は，地形的制約が大きく，さらに徒歩圏
内に買物施設や病院が立地していないことから，
生活環境の良くない地域と考えられる。そのよう
な地域は，母恋地区の南側や輪西地区など旧市街
地周辺の高齢者率の高い地区に集中しており，多
くの高齢者が，日常生活における徒歩行動に関し
て困難な状況にあるといえる。

Ⅳ．都市内居住地移動

　本章では，前述したような生活環境において，
高齢者がどのように居住地移動を行っているのか
分析する。そこで，55歳以上を分析の対象とし， 
室蘭市が整備している2000年および2005年の都市
内居住地移動（転居）をデータとして用いる。
　まず，転居全体について概観すると，2000年
における市全体の転居数は5,112人，そのうち55
歳以上の転居数は884人である。一方，2005年で
は転居数は全体で4,660人，55歳以上の転居数は
799人と，移動数は減少している。しかし，これ
は市全体の人口減少の影響と考えられ，転居全
体に占める55歳以上の転居割合を求めると，2000
年では17.3％，2005年では17.9％と，2000年から
2005年にかけて55歳以上の転居割合は若干増加し
ている。なお，転入・転出人口と比較すると，55
歳以上の全居住地移動に対する転入と転出の割合
はそれぞれ22.2％から20.9％，33.9％から30.3%
と2000年から2005年にかけて減少しているのに対
し，転居の割合は43.8％から48.8％と5.0％の増
加を示している。このことから，高齢者が都市内
において移動性を高めていることがうかがえる。
　年齢別の移動では，高齢者を退職前後の55～64
歳，前期高齢者である65～74歳，後期高齢者であ
る75歳以上に分けて考察する。
　各年齢区分の移動総数は2000年，2005年ともに
退職前後での移動が最も多く，それぞれ423人，

395人である。一方前期高齢者，後期高齢者につ
いては2000年が前期高齢者258人，後期高齢者203
人と年齢層が上がるにつれて移動数が減少して
いるのに対し，2005年では前期高齢者200人，後
期高齢者204人と，後期高齢者の移動が前期高齢
者のそれを若干上回っている。これは2000年から
2005年にかけて後期高齢者の割合が増加したこと
と，2005年にかけて高齢者向けの福祉施設が充実
し，それらを利用する高齢者が増加したためと考
えられる。
　ここで，各年齢別の移動を詳細に分析すると，
退職前後(55～64歳)の移動は，2000年，2005年と
もに東室蘭駅周辺や室蘭駅周辺を発地とし，東室
蘭駅周辺を着地としたものが多い（図13）。しか
し2005年では室蘭駅周辺を発地・着地とする移動
も増えている。
　前期高齢者(65～74歳)も退職前後と同様な傾向
を示し，2000年，2005年ともに東室蘭駅周辺や室
蘭駅周辺を発地とし，東室蘭駅周辺を着地とする
移動が中心である。しかし，2005年には室蘭駅周
辺へ向かう移動もみられ，東室蘭駅周辺から旧市
街地周辺へ向かう移動がみられる。
　後期高齢者(75歳以上)は，他の年齢層とは異な
る移動を示す。2000年は旧市街地周辺から東室蘭
駅周辺の移動が多いが，2005年ではほぼ市全域を
発地とした祝津地区への移動が目立つ。これは，
高齢者向けの福祉施設がこの地区に集中している
ことが要因と考えられる。
　次に，世帯別での移動を分析する（図14）。世
帯は高齢者のみの世帯とそれ以外の高齢者同居世
帯に分け，また高齢者のみの世帯はさらに単独世
帯，高齢者夫婦のみの世帯に分類する。
　高齢者単独世帯の移動をみると，2000年では東
室蘭周辺を着地とする移動が多く，室蘭駅周辺
からの移動もみられる。一方，2005年では移動数
が増加し，東室蘭駅周辺だけでなく，母恋地区や
祝津地区等の室蘭駅周辺への移動も多くなってい
る。
　また，高齢者夫婦世帯の移動は，単独世帯と比
較すると移動者数は少なく，2000年では室蘭駅周
辺から東室蘭駅周辺への移動が主である。一方，
2005年では室蘭駅周辺での移動や，東室蘭駅周辺
から郊外へ向かう移動がみられるが，移動数は
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図13　年齢別の居住地移動
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図14　世帯別の居住地移動
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2000年よりもかなり少ない。これは，高齢者向け
の住宅は単独世帯を対象としたものが多く，夫婦
での入居は困難なことが影響していると考えられ
る。
　さらに，高齢者同居世帯の移動をみると，移動
数は少ないが，2000年，2005年ともに東室蘭駅周
辺を着地とした移動が主である。このことから，
近年では同居世帯はより利便性の高い地域へと移
動する傾向があると思われる。
　以上のことから，全体として高齢者の都市内居
住地移動は東室蘭駅周辺や室蘭駅周辺を着地とし
たものが多く，高齢者は生活環境の良くない周辺
部から，利便性の高い都心部への移動性を高めて
いると言える。特に，2000年はほとんどが東室蘭
駅周辺を着地とした移動であるのに対し，2005年
では室蘭駅周辺を着地とした移動が増えているの
が特徴である。また，都心部への移動に積極的な

高齢者は，55～74歳の後期高齢者を含まない年齢
層で，世帯別では単独世帯が多い。
　このように高齢者は利便性の高い都心部への移
動を増加させているが，それが高齢者の生活環境
にどのような影響を及ぼしているのかといった移
動経験者の生活環境の変化については，次章で明
らかにする。

Ⅴ．居住地移動に伴う生活環境の変化

１．母恋地区の高齢者住宅

　室蘭市の旧都心部に建てられた高齢者住宅の例
として母恋地区の高齢者住宅がある。この高齢者
住宅は日本製鋼所（日鋼）の元所長が中心となっ
て設立された社会福祉法人母恋によって建てられ
たもので，食事付きのケアハウス母恋と賃貸形式
のシニアマンション母恋と 2 つの形式で運営され
ている。詳細は表 1 に示す通りである。

表１　母恋地区の高齢者住宅
ケアハウス母恋 シニアマンションすずらん

管 理 者 社会福祉法人母恋 同
土 地 日本製鋼所 同

建設のきっかけ 日鋼の創業100周年を迎えるにあたり、地域に貢
献したいという思いから．

ケアハウス母恋への入居者殺到のため増設を計
画．しかし補助金を受けるのが困難だったため、
他の制度を利用し新規で建設．

建 設 時 期 着工　2000年11月
完成　2002年11月

着工　2005年 6 月
完成　2006年 2 月

入 居 開 始 2003年 4 月～ 2006年 4 月～

利 用 制 度 介護保険制度　　　　　　　
社会福祉制度（厚生労働省） 高齢者向け優良賃貸住宅制度（国土交通省）

建設時の補助 建設費用の 1 / 2 建設費用の 1 / 3

現 在 の 補 助 (国)家賃の差額分
(市)国への建設費の返還額の一部(年間230万円) (市)固定資産税(230万円)

定 員 50名 30世帯
入 居 条 件 60歳以上 同

現在の入居者 平均年齢　83歳
2 / 3 が女性の単独世帯　夫婦で入居　 3 世帯

平均年齢　77歳
単独世帯　(男) 3 名　(女)17名
夫婦世帯　 9 世帯
親子世帯　 1 世帯

家 賃 年間所得に応じて決定　（差額を国が負担） 月67,700円
部 屋 の 形 態 個人に1室(夫婦の場合は部屋の仕切りを撤去) 1 世帯 1 部屋
食 事 あり なし(希望に応じて配食サービス)
公共交通機関 バス停　徒歩 2 分／JR母恋駅　徒歩2分 同

近隣の買物施設 スーパーアルファ　徒歩 2 分　　　　　　　　　
長崎屋中央店　　　徒歩15分　バス 1 駅（ 3 分） 同

近 隣 の 病 院 日鋼記念病院　徒歩 5 分 同
資料　聞きとり調査により作成
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　建設のきっかけは日鋼が操業100周年を迎える
にあたり，地域に何か貢献できることはないかと
いうことで，当時の日鋼の所長が室蘭の高齢化の
進展と住宅の老朽化を鑑みて，日鋼の社宅として
使用されていた土地に高齢者用の住宅を建設しよ
うと考えたのが始まりだった。そして介護保険制
度の開始に合わせて社会福祉法人母恋を設立し，
まずケアハウス母恋を建設し，続いてケアハウス
の入居者が殺到したことからシニアマンションす
ずらんを建設した。
　建設にあたっては国の補助制度が大きく関わっ
ている。まずケアハウスの建設には厚生労働省の
社会福祉制度が利用されており，これにより建設
費用の 2 分の 1 の補助を受けることができた。そ
の後入居者の殺到からケアハウスの増設が計画さ
れたが，増設する場合は新設の場合に比べて国の
補助を受けるのが難しく， 3 年ほどが経過しても
増設の見通しが立たなかった。そこで国土交通省
の高齢者向け優良賃貸住宅制度を利用し，建設費
用の 3 分の 1 の補助を受けシニアマンションすず
らんが新設されるに至った。
　入居条件はともに60歳以上であることで，夫婦
の場合はどちらかが60歳に達していれば良い。ま
た自立して生活できることも条件となっており，
それができなくなった場合には退去してもらう旨
を予め入居者に告知している点も注目される。
　ケアハウスの定員は50名であり，現在の入居者
は平均年齢が83歳で女性の単独世帯が全体の 3 分
の 2 程度を占める。部屋は個人に 1 室が割り当て
られるが，夫婦向けに仕切りが撤去できるタイプ
の部屋も用意されている。家賃は個人の年間所得
に応じて決められており，所得の多い人ほど金額
が高くなっている。また，それによって生じる家
賃の差額は国の補助によって賄われている。部屋
には簡易式の台所とトイレ・浴室が備え付けてあ
り朝夕食事付きである。一方，シニアマンション
は30世帯が入居可能で，現在は女性の単独世帯が
最も多く，夫婦での入居も 3 分の 1 ほどある。平
均年齢は77歳でケアハウスより若干低い。間取り
は 1 LDKとなっており，家賃は月額67,700円で
ある。食事は自炊となっているが，希望すれば配
食サービスも受けられる。
　その他管理の面では地元の大学と提携して入居

者の行動管理システムを開発し，入居者各人の行
動をパソコンに記録している。外出時にも玄関に
設置されたタッチパネルによって，誰がいつ外出
し帰宅したかを電子記録として残せるようにして
いる。
　また，緊急時に鳴らすためのブザーが各部屋に
数ヶ所取り付けられているが，隣接する日鋼記念
病院とも提携しており，緊急時にも迅速な対応が
取れるようになっている。
　その他にも，少しでも長く健康に自立して生活
が続けられるようにと運動や脳の体操を行う教室
を開催したり，将棋や川柳等のサークル活動も行
われていたりと，入居者が交流でき生きがいを持
てる場も積極的に提供している点も注目される。

２．入居者の以前の居住地と移動理由

　高齢者住宅への入居は，周辺の母恋地区を中心
に，生活の利便性が比較的低い地域からの移動が
多いと考えられる。
　図15及び図16に入居者の以前の居住地と地区別
の移動理由を調査した結果を示した。調査はケ
アハウスの入居者50名，シニアマンションの入居
者39名，計89名に調査用紙を配布し，アンケート

図15　入居者の以前の居住地
資料　聞きとり調査により作成



－20－ －21－

形式で行った。回収はケアハウス43名，シニアマ
ンションは17名の計60名で，回収率は67.4％であ
る。
　入居者はやはり高齢者住宅周辺の母恋地区や中
央地区からの移動が多く，その他の地区では本輪
西地区からの移動が多い。
　移動理由は，全体的には高齢者向けの設備が
整ったところに住みたいというものや，同世代の
人々と交流がしたいというものが多かったが，そ

の他の理由を地区別にみてみると，移動の多かっ
た母恋地区や本輪西地区では傾斜を理由とした移
動が目立つ。買物に不便という理由をあげている
のは，主に母恋地区等旧市街地周辺や本輪西地区
から移動してきた人々である。また旧市街地周辺
では交通の便が悪いという理由も多い。医療施設
の近くに住みたいという理由は全体的に多いが，
個別の聞き取り調査でも医療施設の立地は生活へ
の安心感から重要な移動理由になっていることが
わかる。また，家の老朽化をあげているのは，中
央地区や祝津地区，本輪西地区でみられるが，高
齢者住宅のできた時期と住宅改変期が重なったこ
とが，移動を促した要因の一つとなっていると考
えられる。

３．移動前と移動後の生活環境の変化

　高齢者住宅の周辺は非常に利便性が高くなっ
ている。具体的には高齢者住宅は食料品の買える
スーパーと総合病院に隣接しており，徒歩で15分
程度の所には食料品や衣料品等のそろう大型店も
立地している。公共交通機関もJR・バスともに
住宅の目の前に立地しており，特にバスは東室蘭
方面へのバスが，ほぼ10分置きに運行している。
　買物施設と総合病院が隣接することから，入
居者はほぼ徒歩による生活行動が可能であり，以
前の居住地と比較すると生活の利便性を向上させ
ていると考えられる。図17は買物施設と医療施設
への交通手段の変化を，移動前と移動後で比較し

図16　移動理由
資料　聞きとり調査により作成

図17　買物施設・医療施設への交通手段の変化
資料　聞きとり調査により作成
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たものである。買物施設，医療施設ともに徒歩で
行くと答えている者が増加している。また，医療
施設へ行くときバスを利用するという者は減少し
ている。図18は，徒歩で行くと答えた者のうち，
特に徒歩のみで行くと答えた者を示したもので
ある。買物施設へのアクセスには変化がないもの
の，医療施設へ行くとき徒歩のみで行くという者
が増加している。以上のことから，入居者は徒歩
行動による生活の利便性を向上させているといえ
る。
　また，その他の項目には自家用車が含まれる
が，入居者のなかには自家用車を所有している者
もおり，80～90歳くらいまでは車を運転したいと
答えている。自家用車を主な移動手段としてきた
高齢者にとって，それは手放し難いものであり，
公共交通の利用性が低い地方都市では，その意
見は強いものとなる。自家用車を運転する高齢者
は，公共交通機関に不慣れなため敬遠しがちで，
自家用車を手放した後の移動手段は主に徒歩にな
るだろうと答えている。こうしたことからも，徒
歩で移動できる範囲内に生活環境が整っているこ
とは重要と考えられる。

Ⅵ．おわりに

　本研究は，積雪寒冷地であり，傾斜の多い地形
であるなど，居住における地理的制約の大きい北
海道室蘭市を対象に，高齢者の生活環境と都市内
居住地移動について明らかにすることを目的とし
た。そのために，まず地理的制約の大きい地域に
居住する高齢者がどの程度いるのか，地形の傾斜
状況と買物施設・医療施設の立地から生活環境の

分析を行なった。そして生活に困難な状況にある
高齢者が，比較的利便性の高い都心周辺へ居住地
移動を行なう状況について，2000年及び2005年の
転居データをもとに分析した。さらに，実際に居
住地移動を行なった例として，母恋地区の高齢者
住宅での聞き取り調査を行ない，移動理由と移動
前と移動後の生活の変化を検討した。その結果は
以下の通りである。
　まず，高齢者の生活環境について分析を行なっ
たところ，室蘭市では，高齢者が傾斜等の地形的
制約の大きい旧市街地周辺に多く居住しているこ
とが明らかとなった。さらに旧市街地周辺では買
物施設や病院の立地が少なく，高齢者のみの世帯
の割合も高いことから，困難な生活状況を強いら
れている高齢者が多いといえる。 
　次に，高齢者の居住地移動について，2000年と
2005年を比較すると，都市内における移動割合は
若干増加していることがわかった。特に中心市街
地周辺や旧市街地周辺を着地としたものが多く，
高齢者は生活環境の良くない周辺部から，利便性
の高い都心部への移動性を高めている。また都心
部への移動に積極的な高齢者は，55～74歳の後期
高齢者を含まない年齢層で，世帯別では単独世帯
が多い。
　さらに，実際にまちなかへの移動を経験した高
齢者への聞き取り調査を行なったところ，移動の
多かった地域で，傾斜や買物施設への近接性など
を理由として移動した高齢者が多かった。また医
療施設への近接性は重要な移動理由となり，生活
の安心感につながることがわかった。移動前と移
動後の生活の変化については，移動を経験した高
齢者は，買物施設や医療施設等への徒歩でのアク
セスを高め，生活の利便性を向上させている。特
に徒歩での移動が可能なことは，自家用車に慣れ
公共交通機関に不慣れな高齢者にとって重要であ
る。
　以上のことから本研究では，生活に困難な状況
にある高齢者が，生活の利便性を確保するために
まちなかへと居住地移動を行なう傾向があり，そ
こでの生活の質を向上させていることを明らかに
できたと考えられる。
　このように移動に積極的な高齢者の存在が確認
されるなか，室蘭市では高齢者政策として，まち

図18　徒歩のみでの移動
資料　聞きとり調査により作成



－22－

なか居住を推進していこうという動きがあり，注
目される。これには，もともと利便性の高いまち
なかに高齢者を居住させることによって，高齢者
の居住する地域に合わせて生活環境を整備するよ
り低コストで生活の利便性を確保できるというメ
リットがある。また室蘭市では既存商店街の空洞
化が進んでいるが，高齢者をまちなかに居住させ
ることにより定住人口の増加を図り，既存商店街
を活性化させようとするまちなか再生の意図も含
まれている。さらに都市の人口減少が進むなか，
市の運営コストの低減を図るために，近年のま
ちづくりにおいては都市の集約化，コンパクトシ
ティー化が求められており，高齢者のまちなか居
住は，道路や上下水道等のインフラの感知コスト
低減や，防災機能の向上にもつながると考えられ
ている。
　本研究の結果から，まちなかへの居住地移動が
高齢者の生活環境を向上させる可能性があること
は明らかとなった。特に室蘭市は，積雪寒冷地で
あり傾斜の多い地形であるということから，居住
継続に厳しい環境にある。しかし，高齢者のまち
なか居住推進により様々なメリットを想定できる
なか，それを政策として行なうために重要となる
のは，移動しても良いという人がどの程度いるの
か検討することである。住み続けを望む高齢者の
意志も尊重されるべきであり，今後は移動を望む
人とそうでない人の比較を行なう必要があるだろ
う。また，移動先での生活が満足されるものであ
るためには，移動先の生活環境について，周辺の
アメニティ確保や住居そのものなどのハード面，
管理状況などのソフト面から十分に考慮される必
要があると思われる。
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